指定居宅介護支援事業者にかかる委託介護予防支援の実施要項の新旧対照表

平成１９年５月１５日
下記の通り、指定居宅介護支援事業者にかかる委託介護予防支援の実施要項について変更する。
	改正後
	改正前

	第１条～第４条　（略）

（委託料の請求）
第５条　介護予防支援に係る委託料の請求は、前条第１２項に定める介護予防サービス計画の実施状況に関する記録及び委託料請求明細書（県外の居宅介護支援事業者等であって代理委任払ができない場合は介護予防支援委託料請求書）を添付し、毎月１日から月末までの１ヶ月分をまとめて行うものとする。
（介護報酬の請求）
第６条　地域包括支援センターは、指定居宅介護支援事業者より、介護予防サービス計画の実施状況に関する記録及び委託料請求明細書（県外の居宅介護支援事業者等であって代理委任払ができない場合は介護予防支援委託料請求書）を受理した場合は、その内容を審査した　上、前条第２項に定める請求がなされた月の１０日までに愛知県国民健康保険団体連合会（以下、国保連という。）に対し、介護予防支援事業費の報酬請求を行わなければならない。
	第１条～第４条　（略）

（委託料の請求）
第５条　介護予防支援に係る委託料の請求は、前条第１２項に定める介護予防サービス計画の実施状況に関する記録を添付し、毎月１日から月末までの１ヶ月分をまとめて介護予防ケアマネジメント委託料請求書（別紙６）により、行うものとする。
（介護報酬の請求）
第６条　地域包括支援センターは、指定居宅介護支援事業者より、介護予防サービス計画の実施状況に関する記録及び介護予防支援委託料請求書を受理した場合は、その内容を審査した上、前条第２項に定める請求がなされた月の１０日までに愛知県国民健康保険団体連合会に対し、介護予防支援事業費の報酬請求を行わなければならない。



	改正後
	改正前

	（委託料の支払い）
第７条　委託料の支払いについて、愛知県内の指定居宅介護支援事業者にあっては、代理受領委任状（様式第１号）に基づき、地域包括支援センターより愛知県国民健康保険団体連合会（以下、国保連という。）へ請求した介護報酬を原資として、国保連から居宅介護支援事業者の登録済口座へ委託料相当額を支払うこととする。

２　愛知県外の居宅介護支援事業者等であって、代理受領委任払ができない場合について、国保連から地域包括支援センターが介護報酬を受領した場合は、受領後３０日以内に指定居宅介護支援事業者に対して、委託料を支払うものとする。
　　　

　　附　則
　この要項は、平成１８年４月１日から実施する。

　この要項は、平成１９年６月１日から改正する。

	（委託料の支払い）
第７条　地域包括支援センターは、愛知県国民健康保険団体連合会から介護報酬を受領した場合は、受領後３０日以内に請求があった指定居宅介護支援事業者に対して、委託料を支払うものとする。
　　附　則
　この要項は、平成１８年４月１日から実施する。




【改正後全文】

指定居宅介護支援事業者にかかる委託介護予防支援の実施要項
（目的）
第１条　この要項は、介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定により、指定介護予防支援事業者（以下、「地域包括支援センター」という。）が指定介護予防支援事業の一部を指定居宅介護支援事業者に委託することに伴う事項につき細目を定めることを目的とする。
（介護支援専門員の研修）
第２条　指定居宅介護支援事業者（以下、「指定介護支援事業者」という。）の事業所に所属する介護支援専門員（以下「介護支援専門員」という。）は、委託業務が適正に実施されるよう、都道府県又は政令指定都市が実施する「予防給付のケアプラン作成に関する研修」（以下「研修」という。）を受講しなければならない。
２　指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員に前項の研修を受けさせ、また当該介護支援専門員を講師にして、他の介護支援専門員に対して研修を実施しなければならない。
３　前２項に定める介護支援専門員は、自己研鑽により名古屋市が定める「新予防給付ケアマネジメントマニュアル」の習得に努めなければならない。
（介護支援専門員の服務）
第３条　介護支援専門員は、委託業務を行うにあたり、介護支援専門員実務研修修了証明書（携帯用）及び介護予防ケアマネジメント依頼書を携行しなければならない。
２　介護支援専門員は、対象となる被保険者（以下「対象者」という。）及び家族から求められた場合には、これを提示しなければならない。
（介護予防支援の実施）
第４条　介護予防支援委託契約に基づく個別事案について依頼は地域包括支援センターから「介護予防ケアマネジメント依頼書」（別紙１）を指定居宅介護支援事業者に送付する方法により行う。
２　指定居宅介護支援事業者は、介護予防委託契約書第３条による研修を受けた介護支援専門員を選定し、介護予防支援を担当させるものとする。
【改正後全文】

３　介護支援専門員は、介護予防サービス計画の作成にあたり、地域包括支援センターが作成した「利用者基本情報」を基に、対象者の居宅を訪問し、対象者又はその家族に面接を行い、介護予防支援を行う上で解決すべき課題を把握し、「介護予防サービス・支援計画表（アセスメント）」を作成する。
４　介護支援専門員は、当該地域における指定介護予防サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を、適正に対象者又はその家族に提供して、対象者にサービスの選択を求めるものとする。
５　介護支援専門員は、前２項の過程を踏まえ、提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点を盛り込んだ介護予防サービス計画の原案（以下「計画原案」をという。）を作成し「介護予防サービス・支援計画表（プラン）」を作成する。
６　介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が介護予防サービス計画作成のため介護予防サービス計画の原案に位置づけた介護予防サービス等の担当者、主治医等を召集して行う会議をいう。）の開催等により、計画原案の内容について担当者等から、専門的な見地からの意見を求めるとともに必要があると認められる場合は、計画原案の修正を行う。
７　指定居宅介護支援事業者は、地域包括支援センターに計画原案を提出し、その内容の適正及び妥当性について審査を受けなければならない。
８　指定居宅介護支援事業者は、前項の審査により、地域包括支援センターから修正ないし再作成を要請された場合は、これに従わなければならない。
９　指定居宅介護支援事業者は、計画原案が確定した後、対象者又はその家族に対して説明し、文書により同意を得た上で、介護予防サービス・支援計画表（プラン）を交付する。
10　指定居宅介護支援事業者は、介護予防サービス計画に基づいて適切にサービスが提供されるよう指定介護予防サービス事業者と連絡調整を行うとともに、指定介護予防サービス事業者等に対し個別サービス計画の作成の指導を行う。
11　指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防サービス事業者等から、定期的に報告を受けるとともに、対象者の居宅を訪問し、面接等を実施して介護予防サービス計画の実施状況及び解決すべき課題の把握に努めなければならない。
【改正後全文】

12　指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防サービス事業者等の報告等を基に介護予防サービス計画の実施状況に関する記録（「サービス利用票　第7表」及び「サービス利用票別表　第８表」）を毎月作成し、地域包括支援センターが定める期日までに地域包括センターに提出しなければならない。
13　指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防サービス事業者等からの報告等を基に、一定期間後に各対象者の介護予防サービス計画に設定された目標及び提供されたサービスの効果等について評価を行い、地域包括支援センターに対して「介護予防支援・サービス評価表」を提出して報告しなければならない。
14　指定居宅介護支援事業者は、前項の報告を基に決定する地域包括支援センターの今後の方針にしたがって介護予防サービス計画の見直しその他の便宜の提供を行わなければならない。
（委託料の請求）
第５条　介護予防支援に係る委託料の請求は、前条第１２項に定める介護予防サービス計画の実施状況に関する記録及び委託料請求明細書（県外の居宅介護支援事業者等であって代理委任払ができない場合は介護予防支援委託料請求書）を添付し、毎月１日から月末までの１ヶ月分をまとめて行うものとする。
２　前項の委託料の請求は、介護予防サービス計画に基づき介護予防サービスの提供が行われた月の翌月１日～５日（該当する日が土・日・祝日の場合は前日、年末年始については、地域包括支援センターが別途定める期日。）までに請求をするものとする。ただしその日までに請求ができなかった場合は、翌々月以降に請求するものとする。
　
（介護報酬の請求）
第６条　地域包括支援センターは、指定居宅介護支援事業者より、介護予防サービス計画の実施状況に関する記録及び委託料請求明細書（県外の居宅介護支援事業者等であって代理委任払ができない場合は介護予防支援委託料請求書）を受理した場合は、その内容を審査した上、前条第２項に定める請求がなされた月の１０日までに愛知県国民健康保険団体連合会（以下、国保連という。）に対し、介護予防支援事業費の報酬請求を行わなければならない。
　
【改正後全文】

（委託料の支払い）
第７条　委託料の支払いについて、愛知県内の指定居宅介護支援事業者にあっては、代理受領委任状（様式第１号）に基づき、地域包括支援センターより愛知県国民健康保険団体連合会（以下、国保連という。）へ請求した介護報酬を原資として、国保連から居宅介護支援事業者の登録済口座へ委託料相当額を支払うこととする。
２　愛知県外の居宅介護支援事業者等であって、代理受領委任払ができない場合について、国保連から地域包括支援センターが介護報酬を受領した場合は、受領後３０日以内に指定居宅介護支援事業者に対して、委託料を支払うものとする。
　　　

附　則
　この要項は、平成１８年４月１日から実施する。

　この要項は、平成１９年６月１日から改正する。
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① 介護予防支援契約書兼重要事項説明書（地域包括支援センター⇔利用者）

② 介護予防支援委託契約書（地域包括支援センター⇔居宅介護支援事業者）

③ 代理受領委任状（地域包括支援センター⇔居宅介護支援事業者。締結後、国保連へ提出）

※この場合の代理受領とは、国保連から地域包括支援センターに介護報酬を支払う際に、委託料相当額を

控除し、居宅介護支援事業者がその委託料相当額を地域包括支援センターの代わりに受領することで、

委託料の支払が既に行われたものとみなすことをいう。
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